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関税適用除外国
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米韓がFTA再交渉改定で合意：米鉄鋼関税

から韓国を免除

トランプ大統領の通商戦略、目的は米国の貿易赤字削減と明確ですが、手法は様々です。ただ、環太平洋経済連携協

定（TPP）離脱に見られるように、多国籍よりは2国間（または少数）での貿易協定を選好する傾向が見られます。

2018年3月27日

最近の事例から見る、米通商政策の特色と今後の展開

トランプ大統領の通商戦略、目的は米国の貿易赤字削減と

明確ですが、手法は様々です。ただ、環太平洋経済連携協

定（TPP）離脱に見られるように、多国籍よりは2国間（または

少数）での貿易協定（自由貿易協定=FTA）を選好する傾向

が見られます。

FTAなどを切り口に、米国の通商戦略を振り返ります。

現在米国は地理的に近い中南米を中心に20の国とFTAを締

結しています（図表1参照）。一方、トランプ大統領が鉄鋼とア

ルミへの関税適用免除を認めた7ヵ国・地域は北米自由貿易

協定（NAFTA）を締結するカナダやメキシコを始め、多くが

FTA締結国です。欧州連合（EU）とは停滞感はあるものの、

環大西洋貿易投資協定（TTIP）を交渉中であること、北大西

洋条約機構（NATO）による軍事同盟を重視した点が免除の

背景と思われます。アルゼンチンとブラジルはFTAを締結し

ていませんが対米貿易では米国が黒字を計上する、トランプ

北米

韓国の産業通商資源省が2018年3月26日発表したところに

よると、米韓両国は自由貿易協定（FTA）改定で合意に達し

ました。18年1月から進めてきた米韓FTA再交渉は約3ヵ月と

いう早さで合意しました。合意にあたり、韓国は自動車などで

米国に譲歩する面もありますが、あくまで米韓連携を重視し

た格好です。米国は先日、鉄鋼（25%）やアルミ（10%）の関税

から、韓国など7ヵ国・地域を18年5月まで一時的措置として

適用免除としていましたが（図表1参照）、今回の合意で韓国

は鉄鋼関税の対象から恒久的に除外される運びです。

どこに注目すべきか：

米通商戦略、関税適用免除、FTA、貿易赤字

図表2：米国の主な国との貿易収支の推移
（年次、期間：2015年～2017年、プラスは米国黒字、マイナスは赤字）

図表1：米国とFTA（自由貿易協定）を締結している国

※17年、米国の対中国貿易赤
字は約3750億ドルと突出

 当初公表された適用
除外の7ヵ国･地域：
アルゼンチン、オー
ストラリア、ブラジル、
カナダ、メキシコ、欧
州連合(EU)、韓国

 EUと米国はFTA締
結に向け2013年交
渉開始

 FTAを締結していな
い主な国として中国、
日本などがある

大統領ならお客様と呼びそうな国々です（図表2参照）。

一方、米国の巨額の貿易赤字の原因ともなっている中国（及

び日本）は米国と二国間貿易協定も締結していない中、貿易

赤字が突出する中国は今後、関税交渉をFTAの代理として、

厳しい対米交渉を迫られる展開も想定されます。関税主体の

通商政策は、中長期的に経済への影響も懸念されますが、

韓国の対応を見ても、中国が政治的妥協として、米国からの

輸入増加など、落としどころを模索する可能性はあります。そ

れが将来の世界経済に良いか悪いかは別問題として。

出所：米商務省のデータを使用してピクテ投信投資顧問作成

中南米 アジア
チリ 韓国

コロンビア シンガポール
コスタリカ アフリカ

ドミニカ共和国 モロッコ
エルサルバドル オセアニア

グアテマラ オーストラリア
ホンジュラス 中東

メキシコ バーレーン
ニカラグア イスラエル

パナマ ヨルダン
ペルー オマーン

北米
カナダ

出所：各種報道、米通商代表部（USTR）を参考にピクテ投信投資顧問作成
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